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「平成 の 大合併 」 と教育施設 の 統廃合

群馬県内の 事例 を通 して

新藤　慶 （群馬大学）

1．児童生徒数の減少と学校統廃合

　戦後 の 学校統廃合の 推移をみると、3 つ の ピー

クが確認され る 。 第 1の ピー
クは 「昭和の 大合併」

後 の 中学校統合、第 2 の ピー
クは 「過疎町村 の 地

域再編策 とし て の 小規模小学校 の 統合 」、そ して第

3 の ピー
ク が 2000 年代 に入 っ て か らの もの で ある

（尾崎　2009，p．192）。文科省が廃校数の 統計 を

取 り始めた 1992年度か ら2010 年度まで の 19年間

で は、公 立小学校4
，
140校、公 立 中学校 1

，
245 校の

合計5，385 校が廃校 となっ た こ とがわ か る。特に、

もっ とも廃校数の 多い 2004年度で は 491校が廃校

と なっ て い る （若林 2012，p．i）。その 後 も廃校数

が大きく減少する こ とはなく、2010 年度の
一
年間

で も合計431 校の 公立小中学校が廃校に い た っ て

い る。

　学校統廃合 の 基本的な要因 として 指摘 され るの

が、児童生徒数 の 減少 で ある。戦後 の 児童生徒数

の 推移をみ ると、小学校在籍者は 1948 年度に

10
，
774

，
652 人 であ っ たもの が、1958年度の ピー

ク

時に 13
，
492

，
087 人 （1948年度比 125．2％）となり、

2012年度に は 6，764，638人 （同 62．8％） とな っ て

い る。
一
方、中学校在籍者は 1948年度に 4

，
792

，
5〔｝4

人で あ っ た もの が、1962 年度 の ピーク 時に

7，328，344人 （1948年度比 152．9％）とな り、2012

年度に は 3，552，684人 （同 74．1％）となっ て い る。

　周知 の よ うに、小 中学校 の 学級数にっ い て は 「12

学級以 上 18学級以下」が 「標準」 ない しは 「適正」

と され て い る （学校教育法施行規則第 41 条 ・第

75条、義務教育諸学校施設費国庫負担法施行令第

4条）。っ ま り、児童生徒数が減少すれば、それだ

け学級数が減る こ とになり、適正 な学校規模を維

持で きない 。した が っ て 、児童生徒数の 減少 に伴

い 、学校も統廃合を余儀なくされるとい うわけで

あ る。

2．教育財政の効率化と学校統廃合

　 しか し、学校数 の 推移をみると、必ず し も児童

生徒数 の 推移 と同調 して い るわけではない 。小学

校数は 1948年度に 25，237 校 で あっ たもの が、1957

年度 の ピー
ク時に 26，988 校 （1948年度比 106．9％ ）

とな り、2012年度には 21，460校 （同 85．0％）とな

っ て い る。一
方、中学校数は 1948 年度 の 16，285

校 が もっ とも多 く、その 後若干 の 増減 はあるが、

2012 年度の 10，699 校 （1948年度比 65．7％）まで、

ほ ぼ
一

貫 して 減少 して い る。 こ の こ とは、児童生

徒数へ の 対応以外 に、学校統廃合を規定する い く

つ か の 要因が あるこ とを示 して い る。

　そ の
一

っ が、教育財政の 効率化で ある。戦中の

一時期 と 1953 年以降に お け る義務教育費国庫負

担制度に よ り、日本で は、教職員の給与の うち lf2

を国庫負担 として きた。しか し、2000 年代以降の

い わ ゆ る 「三位
一

体改革」 の なか で 、義務教育費

国庫負担金 の
一

般財源化が検討 され た （玉井

2005）。また同時期に、公立学校施設整備費負担金

制度の 廃止 も議論 された。最終的 に は、制度そ の

もの の 廃止はまぬ がれたが、義務教育費国庫負担

金につ い て は、2006 年 か ら、国庫負担率 が 従来 の

112か ら 113に変更される こ ととな っ た。

　ただし、こ れ らの 制度廃止 の 要求は、地方公共

団体の首長や地方議会議長の連合組織で あるい わ

ゆる 「地方 6 団体」 から出されたもの で あっ た。

こ の こ とは、地方財政をあずか る側に、教育財政

負担 をな る べ く減ら し、他の部分に ふ りわけよ う

とい う意 向が存在す る こ とを示 して い る。こ の こ

とをふ まえれば 、 教育財政の 効率化をは か る ため

に、学校を減らそ うとい う動 きが 、 地方行政によ

っ て主導 され る側面 が あると考えられ る。秋田県

の 事例 で は 、 県教育委員会 の 取 り組みが学校統廃

合を促進 させた状況 もみ られ て い る （金井 ・宮腰

2008）。

3，市町村合併と学校統廃合

　この ような学校統廃合を別 の 形で推 し進め るの

が、「校舎の 老朽化 」 とい う問題 で ある。1995 年
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の 阪神淡路大震災以降、校舎 の 耐震性 へ の 注 目が

集ま り、老朽化 へ の 対応 として学校統廃合が進 め

られ る状況 も報告され て い る （小 口　2007，佐藤

2007）。

　また、児童生徒数 の 減少によ り学校が小規模化

するこ とで 、集団生活 の 機会が失われ、子 どもの

教育に悪影響が生 じるために学校統廃合の 必要性

を説 く議論もある。しか し、小規模校の 方が教育

効果が高 い こ とを主張す る議論 もあ り （井 口

2004，p．47）、学校統廃合を完全 に 正 当化する論理

に はなりえて い ない。

　 こ の よ うな状況で学校統廃合を推進する大きな

原動力 となっ た の が、市町村合併で ある。学校統

廃合にっ い て は 、子 どもの教育環境や教育行財政

だけで なく、地域住民 の意向からも検討され る必

要がある。学校は、生涯学習やまちづ くり活動の

拠点 ともな っ て お り、 地域文化 ・地域教育 ・地域

振興全体を支 える地域社会 の 重要な共有財産 で あ

る （玉井　2005，p．489）。 もちろん、何世代にも

わた っ て学んで きた とい う 「お らが学校意識」 と

い う住民の 心情 （藤村 2010） も重要 で あるが、

心情 レ ベ ル に矮小化する こ となく、学校が住民 の

生活にもた らす影響も看過で きない
。 そ の 点 で 、

住民間には、学校統廃合の 是非やそ の 枠組みに関

して 、さまざまな意見が見出され る。

　しか し、 そ の 住民間 の 意向の 多様 陸に十分 に配

慮せず とも学校統廃合を進め るこ と を可能と した

の が 市町村合併で ある。合併後 の 自治体で は 地域

の 異なっ た実情が議会に反映され に くくなり、新

しい 自治体で の 全体的な枠組み の なかで財政効率

論 が優先されやすい。そ の こ とが学校統廃合 を可

能に したと捉えられる （若林 2012）。

　ただ し、こ の よ うな市町村合併と学校統廃合 の

関連に は異論が提起され て もい る 。 全国 の 市区町

村教育委員会 へ の 調査 を行 っ た葉 養 （2010） は、

「小 中学校統合への 市町村合併 の 影響は感 じ られ

ない 」 とする回答が全体の 48．9％ ともっ とも多く

な っ た こ とを指摘 して い る。そ して、この こ とを

もっ て 「『市町村合併が小 中学校統合を促進する』

とい う言説 の 裏付けは困難で ある」 （葉養 2010，

p．174） と述べ て い る。

　だが、報告者が調査を行っ た群馬県内 の事例で

は、学校統廃合に伴 っ て新た に設 けられた学校 の

建設費 の うち約 7割が合併特例債によっ て 賄われ

て い た 。 こ の こ とは、単に教育委員会の 主観的な

レ ベ ル だけで学校統廃合に対する市町村合併の影

響の 存否 を判断す るこ との 不十分さを示 して い る。

また、若林 （2012） に則れば、地域住民の意向の

多様 1生と地方政治 ・行政の展開過程をふまえて 、

学校統廃合 の 決定プ ロ セ ス を吟味する必要がある。

こ れ らの 点で、市町村合併と学校統廃合 の 関連 は、

今後 も追及 されるべ き論点だ とい える。

4．学校統廃合による地域社会へ の 影響

　
一
方、学校統廃合後の 地域社会の 影響も看過 で

きない。学校統廃合は子 どもの 通学距離の 拡大を

もた らす こ とが多く、たとえバ ス 通学で あっ て も、

負担を感じ る子 どもは多い 。教員も、その こ とは

心配して い る。そ れ に 比 べ て 、保護者や地域住民

は、子 どもの 通学に よる負担増大にっ い て 、あま

り心配 し て い ない 状況が報告 されて い る （葉狩

2008）。 この こ とは 、 地域社会が子 どもの状況を必

ず しも十分に把握で きて い るわけで はなく、この

点に課題が存在する こ とを明 らかに して い る。

　また 、 市町村合併と学校統廃合をともに経験 し

た地域 で は、市町村合併によっ て失われた旧自治

体の 名前を 、 統合後の 学校の 名前 として存続させ

るとこ ろもある 。 市町村合併後 も、旧自治体より

も小 さい 範域に愛着を感じ る住民が 8割以上にの

ぼるとい うデータ もあ り （新藤　2011）、住民 の 地

域アイデン テ ィ テ ィ に とっ て も学校統廃合が持つ

影響が 小 さくない こ とをうか がわせ る。

　さらに 、市 町村合併をきっ か け に、公民館など

の 社会教育施設が影響を受ける こ ともある。 市町

村合併 と公民館との 関わ りにつ い て は、学校 と同

様 に 、合併の 進展が公民館の 統廃合を進める こ と

が予想 され て い た （片野 2003）。
し か し、都道府

県単位の デー
タをみ ると、公民館の 数が大きく減

っ て い た の は、む しろ市町村合併が あま り行われ

なか っ た 地域で あ り、学校統廃合の ケース とは 逆

になっ て い た （新藤　2012）。 こ の こ とは、近年の

公 民館の 統廃合を、市町村合併と学校統廃合 の 関

係を め ぐる論理 とは違 っ た角度か ら分析す る必要

性を示 して い る 。

　そ こ で、群馬県内で 行 っ た事例調査 をもとに、

こ れま で に 取 り上げた論点を含め、「平成の 大合

併」 と教育施設 の 統廃合に関わる問題 を、教育行

政 と地域住民 の 双方の視点か らさらに掘 り下げて

検討して みた い。
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